








































































　ヨーロッパでは、1988年に「病院の子どもヨーロッパ協会（European Association for 
Children in Hospital, EACH）」（5）が設立され、子どもの権利条約に則った「病院の子ど


















































































「保育所」（第 33条）、「児童養護施設」（第 42条）、「知的障害児施設」（第 49条）、「知的
障害児通園施設」（第 56条）、「盲ろうあ児施設」（第 61条）、「肢体不自由児施設」（第
69条）、「重症心身障害児施設」（第 73条）、「情緒障害児短期治療施設」（第 75条）の 8
施設、②の該当型には、母子指導員に該当する「母子生活支援施設」（第 27条、第 28
条）、児童の遊びを指導する者に該当する「児童厚生施設」（第 38条）、児童生活支援員
















































































































































































































































































































































































































る条約』について（通知）」（平成 6年 5月 20日、文部事務次官通知、文初高第 149
号）本稿では、参考文献 7より国際教育法研究会訳を引用した。










 （7） 「病棟保育士配置促進モデル事業の実施について」（平成 10年 5月 25日、児発第
四一三号、各都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長・各政令市市長・各特別
区区長あて厚生省児童家庭局長通知）




 （9） 児童福祉法施行令（政令）第 13条




















協議して定める施設の設備及び運営に関する基準（平成 18年 8月 4日）（／文部科
学省／厚生労働省／告示第一号）の第 3に「保育士の資格を有する者」と明記され
ている。
 （16） 「指定保育士養成施設の指定及び運営の基準について」（平成 15年 12月 9日、各
都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長あて厚生労働省雇用均等・児童家庭局
長通知、雇児発第 1209001号）


































 11． 東京都職員労働組合公式サイト　都庁職新聞　こんな職場、こんな仕事（第 28回）
　　http://www.tochoshoku.com/newspaper/data/news/20051215.htm
 12． 日本医療保育学会　http://wwwsoc.nii.ac.jp/jscep/
